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後
期
高
齢
者
被
保
険
者

 

証
の
更
新
に
つ
い
て

後
期
高
齢
者
医
療
被
保
険
者
証
が
８
月
に
更
新
さ
れ
ま
す

　
75
歳
以
上
の
方
（
ま
た
は
65

歳
以
上
で
一
定
以
上
の
障
害
を

お
持
ち
の
方
）
に
交
付
し
て
い

ま
す
、
後
期
高
齢
者
医
療
被
保

険
者
証
（
オ
レ
ン
ジ
色
）
は
、

有
効
期
限
が
７
月
31
日
ま
で
と

な
り
ま
す
。

　
８
月
１
日
か
ら
の
新
し
い
被

保
険
者
証
（
藤
色
）
は
、
７
月

下
旬
ま
で
に
簡
易
書
留
で
お
送

り
し
ま
す
。

　
ま
た
、
10
月
か
ら
の
窓
口
２

割
負
担
の
導
入
に
伴
い
、
す
べ

て
の
方
の
保
険
証
の
有
効
期
限

が
９
月
30
日
ま
で
と
な
っ
て
い

ま
す
の
で
、ご
注
意
く
だ
さ
い
。

　10
月
以
降
お
使
い
い
た
だ
く

保
険
証
は
、
９
月
下
旬
ま
で
に

簡
易
書
留
で
お
送
り
し
ま
す
。

　
新
し
い
被
保
険
者
証
が
届
き

ま
し
た
ら
、
記
載
内
容
を
ご
確

認
の
う
え
、
ご
不
明
な
点
は
、

問
い
合
わ
せ
先
ま
で
ご
連
絡
く

だ
さ
い
。

　
な
お
、
現
在
ご
利
用
の
被
保

険
者
証
は
、
８
月
１
日
か
ら
使

用
で
き
な
く
な
り
ま
す
。

　
有
効
期
限
が
切
れ
た
後
は
、

内
容
が
読
み
取
れ
な
い
よ
う
に

細
断
し
て
処
分
し
て
い
た
だ
く

か
、
住
民
課
総
合
窓
口
ま
た
は

古
里
出
張
所
ま
で
ご
返
還
く
だ

さ
い
。

判断基準 区分
自己負

担割合

同じ世帯の被保険者の中に、住民税課税所得が

１４５万円以上の方がいる場合

現役並み

所得者
３割

同じ世帯の被保険者の中に、住民税課税所得が

１４５万円未満の場合
一般所得者等 １割

〔負担割合〕　医療機関にかかる際の自己負担割合は、令和４年度（令和３

年中 )の住民税課税所得や収入に応じて、以下のとおりとなります。

〇令和４年１０月１日から

判断基準 区分
自己負

担割合

同じ世帯の被保険者の中に、住民税課税所得が

１４５万円以上の方がいる場合

現役並み

所得者
３割

以下の①②の両方に該当する場合

　①同じ世帯の被保険者の中に住民税課税所得が

　　２８万円以上１４５万円未満の方がいる

　②「年金収入」と「その他の合計所得金額」の

　　合計額が、被保険者１人の場合は２００万円

　　以上（２人以上の場合は３２０万円以上）

一定以上

所得のある方
２割

同じ世帯の被保険者全員の住民税課税所得がいず

れも２８万円未満の場合

または上記①に該当するが②には該当しない場合

一般所得者等 １割

※１０月からの自己負担割合は、８月下旬頃に判定しますので、それまで
は判定結果についてお問い合わせいただいてもお答えできません。

【
３
割
負
担
の
対
象
外
と
な
る

場
合
が
あ
り
ま
す
】

　

住

民

税

課

税

所

得

が

１
４
５
万
円
以
上
で
も
、
以
下

に
該
当
す
る
場
合
は
３
割
負
担

の
対
象
外
と
な
り
ま
す
。

①
昭
和
20
年
１
月
２
日
以
降
生

ま
れ
の
被
保
険
者
お
よ
び
同
じ

世
帯
の
被
保
険
者
の
、
賦
課
の

も
と
と
な
る
所
得
金
額
の
合
計

額
が
２
１
０
万
円
以
下
の
場
合

②
令
和
３
年
１
月
か
ら
12
月
ま

で
の
収
入
額
が
つ
ぎ
の
条
件
を

満
た
し
、
基
準
収
入
額
適
用
申

請
を
行
っ
て
認
定
さ
れ
た
場
合

〔
被
保
険
者
が
１
人
〕

収
入
額
が
３
８
３
万
円
未
満

（
３
８
３
万
円
以
上
で
も
、
同

じ
世
帯
に
他
の
医
療
保
険
制
度

に
加
入
す
る
70
～
74
歳
の
方
が

い
る
場
合
は
、
そ
の
方
と
の
収

入
合
計
額
が
５
２
０
万
円
以

上
）

〔
被
保
険
者
が
２
人
以
上
〕

被
保
険
者
全
員
の
収
入
合
計
額

が
５
２
０
万
円
未
満

　
こ
れ
ま
で
、
毎
年
必
ず
申
請

が
必
要
で
し
た
が
、
今
回
か
ら

対
象
の
方
が
条
件
を
満
た
す
こ

と
を
奥
多
摩
町
で
確
認
で
き
る

場
合
は
、
申
請
を
不
要
と
し
て

お
り
ま
す
。
お
送
り
す
る
保
険

証
の
自
己
負
担
割
合
が
軽
減
後

の
も
の
と
な
っ
て
い
る
場
合
が

あ
り
ま
す
の
で
、
ご
確
認
く
だ

さ
い
。

　

〔有効期限〕　新しい被保険者証の有効期限は、９月３０日までとなります。

〇令和４年９月３０日まで

限
度
額
適
用
・
標
準
負

担
額
減
額
認
定
証
及
び

限
度
額
適
用
認
定
証
の

更
新
に
つ
い
て

　
過
去
に
交
付
さ
れ
た
こ
と
が

あ
り
、
８
月
以
降
対
象
と
な
る

《
次
ぺ
ー
ジ
へ
続
く
》
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